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日本福祉大学／みずほリサーチ＆テクノロジーズ

藤森 克彦

高齢期の世帯の変容と「身寄り問題」

資料４
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１．高齢期の世帯の変容
ー将来推計にみる単身高齢世帯の増加



世帯主65歳以上の家族類型別世帯数の推移

4

男女別にみた各高齢人口別の独居率

男性

女性

（資料）国立社会保障・人口問題研究所（2024）『日本の世帯数の将来推計（2024年推計）』11頁より転載。

（資料）国立社会保障・人口問題研究所（2024）13頁より転載。

1.47倍



５

 今後、高齢者で未婚化が進む。
 「身寄りのない単身高齢者」が、増えていく可能性がある。

（資料）国立社会保障・人口問題研究所（2024）『日本の世帯数の将来推計（2024年推計）』14頁より転載。

65歳以上の単身者（一人暮らし）の配偶関係別割合



２．高齢期に「身寄りがない」ことの問題点
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「身寄りのない人」とは？

「身寄りがない人」とは（山縣、2019、6参照）

→①～③のいずれかに該当する人

①家族や親類がいない人

②家族や親類がいても、連絡がつかない状況にある人

③家族や親類がいても、支援が得られない人

↓
東海地方の4自治体の地域包括支援センターが行った「単身高齢
者支援へ事例（66事例）」を調べると、①が２割、②が３割、③が５
割となっていた。②や③の比率が高い。

⇒誰もが、高齢期に「身寄りのない状況」になる可能性がある

7

（資料）日本福祉大学 地域ケア研究推進センター編（2024）、36頁参照。



身寄りのない高齢者における人生の最終段階における課題

これまで人生の最終段階で、「日常生活支援」「身元保証」「死後対応」など
の支援を必要としたときに、主に同居する家族が対応してきた。

しかし、身寄りのない高齢者は、支援をする家族がいない。

身寄りのない高齢者が、これまで家族が提供してきた支援をいかに確保す
るかが、課題となる。

（資料）日本福祉大学 地域ケア研究推進センター編（2024：31）、消費者委員会（2017:4）、など
を参考に筆者作成。
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日常生活支援
（買い物、病院の付き添い、金銭
管理など）

身元保証
（入院・入所手続き、
緊急連絡先や緊急時対応など）

死後対応
（遺体の引き取り、火葬、借
家の原状回復など）



地域包括支援センターや自治体の支援のパターン
ー東海地方の地域包括支援センター等へのヒヤリング調査ー

ケアマネジャー

コーディネートや
ケア等をする人

居住・
生活の場

・身体面での問題
・認知機能の低下
・日常生活困難
・金銭の困りごと等

在宅

各種支援団体

（資料）日本福祉大学 地域ケア研究推進センター編（2024）、37頁。 9



地域包括支援センターによる単身高齢者への支援が終了する場合（５６事例）

10（資料）日本福祉大学 地域ケア研究推進センター編（2024）、36頁により転載。

 東海地方の２市２町の地域包括支援センターにおける単身高齢者支援の事
例調査の結果。

コーディネ
ート等
する人

生活の場

地域包括支援センターの支援が終了した事例

包括に
よる支
援継続

合計成年
後見人
等

身元保
証団体

ケアマ
ネー
ジャー

本人
死亡

本人
転居

その他
事情

施 設 ４ ２ １ ０ ２ １ ５ １５

病 院 １ ０ ０ ０ １ ２ ０ ４

在 宅 ２ １ １８ ０ ０ ０ ５ ２６

本人死亡 ０ ０ ０ ８ ０ ２ ０ １０

不 明 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

合 計 ７ ４ １９ ８ ３ ５ １０ ５６



自治体や包括などの支援の課題
ー判断能力のある「身寄りのない高齢者」を対象

身元保証・死後事務

・地域において、「生活の場」の確保（入院、入所、入居）」の際に、「身元保証」
を求められるが、公的機関が関与できる支援はほとんどない。

・死後の残置物処分に対する公的支援も少なく、公的支援があっても高額。

・支援者が、守備範囲を超えた支援を提供せざるを得ない状況もある。

日常生活支援

・人生の最終段階において、必要となる日常生活支援の範囲も幅広い。

（例）金銭管理支援、ゴミ出し、買い物支援、通院、

入院中に着替え・入れ歯を自宅から持ってくること、電球の交換など。

・支援者が守備範囲を超えた支援を提供せざるを得ない状況もある。

・時間や手間を要する支援も多い（ごみの処分、死後の残置物の処分、遺族年
金受給の書類作成などの公的な手続きなど）。
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（資料）日本総合研究所（2024：78-80）や、日本福祉大学編（2024：34-36）、成年後
見制度利用促進専門家会議議事録（第３回総合的な権利擁護支援策の検討ワーキング・
グループ（2024年2月1日）などを参考に筆者作成。



３．身元保証団体の現状と課題
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身元保証団体が広がった背景と課題

13

 身元保証団体数：約100件（2017年）⇒約400以上（2023年）
 増加の背景

①医療機関・介護施設からの「身元保証」のニーズ

・身元保証人がいないことを理由に、医療やサービス等の提供を拒否するこ
とは認められないが、実態としては、身元保証人が求められている。

＜理由＞ 緊急連絡先、入院中に必要な物品の準備、支払い保証・担
保、退院支援、遺体・遺品の引き取り など

②身元保証団体の使い勝手の良さ
・身元保証団体のサービスは、対象者を限定していない。
・料金を払えば、身元保証だけでなく、生活支援、死後対応サービスあり。

 身元保証団体の課題
 料金が高額なため、低所得者の利用が難しい。

⇒利用開始時に必要な費用：100万円以上（総務省）
 本人の死亡後の契約履行についてチェック機能がない
 料金の妥当性に疑問。消費者被害になりやすい。
 事業者が倒産した場合の保証の問題
 事業者の提供するサービス内容等の情報が乏しいこと

（資料）総務省行政評価局（2023）『身元保証等高齢者サポート事業における消費者保護の推
進に関する調査  結果報告書』などを参考に筆者作成。

信頼性の担
保が乏しい



身元保証団体において提供されるサービスの例
ー「公的介護保険外サービス」とも呼ばれている

（資料）消費者委員会（2017）、4頁より転載。 14



身元保証団体の利用時に要する費用の例

15（資料）総務省行政評価局（2023）『身元保証等高齢者サポート事業における消費者保護の推
進に関する調査  結果報告書』
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４．身寄り問題の対応について３つの動き

（１）身元保証団体へのガイドラインの策定
（２）地域における支援ガイドラインの策定
（３）政府の「持続可能な権利擁護支援モデル事業」



（１）身元保証団体へのガイドラインの策定
ー高齢者等終身サポート事業者ガイドライン（主なポイント）（2024年4月）

17（資料）内閣官房（身元保証等高齢者サポート調整チーム）等（2024）より一部転載



（資料）つながる鹿児島（2019）より転載。 18

＜目的＞

①身寄りのない人が円滑に医療や介護・福祉サービスが受ける権利を保障。

②身寄りのない人への支援をする機関の不安や負担を軽減すること。

（２）地域における支援ガイドラインの策定ー任意ー



（例）松江市における身寄りがない方への支援への取組み

19

（資料）松江市、松江市社会福祉協議会「松江市身寄りがない人への支援ガイドライン」
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（３）政府による新たな「持続可能な権利擁護支援モデル事業」

（資料）厚生労働省「持続可能な権利擁護支モデル事業について」（成年後見制度利用促進専門家会議
（第二期基本計画期間）、2024年2月1日、資料２。



５．制度化について検討すべき論点

（１）公的支援が必要か？⇒必要

・身寄りのない人にとって、従来家族が行ってきたサービスは、命と暮らしに関わ
る事項。地域で自分らしく安心して暮らす権利を保障すべき。

・判断能力がある身寄りのない高齢者にとって、公的機関の関与が確保された
権利擁護の仕組みが乏しい。支援者の守備範囲を超えた支援で対応。

・身元保証団体は、低所得者や採算を取れない地域を対象としない。

（２）公的支援の対象者：全高齢者か、低所得の高齢者のみか？

・高齢期に「身寄りがない状況」になって生活上のリスクが発生することは、資力
に拘わらず、全ての人がもつ。全高齢者を対象とすべき。

（３）財源をどのように確保するか

・高齢期に全ての人がもつ生活上リスクに備えるには、社会保険がなじむ。相談
機能や日常生活支援などは、介護保険の財源強化を図った上で、介護保険サ
ービスとして対応できないか。

・身寄り問題に関連した取り組みは、厚労省、国交省、内閣官房など多機関に関
連する。施策の統合や連携強化が図れないか。

・負担能力に応じて税・社会保険料を負担して、必要に応じて給付を受ける。 21



（４）サービスの提供体制と内容

A. 包括的な相談窓口：コーディネート機関の必要性

・身寄りのない高齢者は、課題が連続して生じることがあるので、分野別でな
く、長期に伴走しながら、必要な支援を包括的にコーディネートする役割が
重要

・地域によって、中心となるコーディネート機関は異なるが、信頼性を確保す
るために、自治体など公的機関の関与が必要。

（例）権利擁護支援センター、包括、社協、生活困窮の相談支援機関など。

・コーディネートする機関が、様々な支援機関につなぎ、見守る。

・権限関係が曖昧な支援は、法律上の整理をする必要。

Ｂ.日常生活支援：

・医療や介護の関係機関、民間企業、福祉団体、ボランティアなどが提供。

・日常生活に基本的に不可欠な支援を定め、公的責任の下で提供。

Ｃ. 身元保証：必要性の精査。 住まいと居住支援

Ｄ．死後事務：民間保険の活用など工夫の余地

（例）名古屋市「孤立死・残置物に係る包括的損害保険」

→単身高齢者が入居するセーフティネット住宅における死亡事
故について大家の損害を補償。保険料は名古屋市が負担。

（５）居場所作り：インフォーマルな人間関係の構築
22



ご参考資料
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全世帯数に占める世帯類型別割合の推移

24
（資料）実績値：総務省『国勢調査』時系列データ、

推計値：国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計』（2024）に基づき、藤森克彦作成。
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世帯類型別にみた社会的孤立の実態（2017年）

25

会話欠如型
（２週間に１回以下）

頼れる人
欠如型

手助けする相手
欠如型

単身
世帯

高齢
(65+)

男性 14.8 11.1 17.4

女性 5.4 4.2 9.7

非高齢
(0-64 )

男性 8.3 6.9 9.4

女性 4.4 1.7 2.2

夫婦の
み世帯

夫婦とも高齢 2.4 1.7 3.4

夫婦とも非高齢 1.1 1.5 1.3

三世代世帯（子どもあり） 0.5 0.5 2.5

二世代世帯（子どもあり） 0.6 0.5 0.9

ひとり親世帯 1.8 0.4 0.5

総数（平均値） 2.2 1.7 3.2

（単位：％）

（注）「子ども」とは20歳未満の世帯員。網掛け部分は、総数の平均値よりも5％ポイント以上高い箇所。

（資料）みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2021）『社会的孤立の実態・要因に関する調査分析等研究事業
報告書』厚生労働省令和2年度社会福祉推進事業、29頁に基づき、藤森作成。データは、国立社会保障・
人口問題研究所（2018）『2017年 社会保障･人口問題基本調査 生活と支え合いに関する調査結果の概要
』に基づく。



名古屋市における２つの「死後対応」事業の概要

26

なごやかエンディングサポート事業 あんしんエンディングサポート事業

事業主体 名古屋市社会福祉協議会 名古屋市
開始日 2021年2月～ 2022年10月～

対象者

１．名古屋市内に居住する65歳以上の高齢
者（同居者がいる場合は全員が65歳以上
であること）

２．明確な契約能力を有すること
３．原則、直系卑属（子や孫等）がいないこと
４．生活保護を受給していないこと
５．預託金（葬儀・死亡後の債務の支払い及
び残存家財処分等：業者見積額等）を納
められること

６．原則、公正証書遺言により遺言執行者
を定めていること

１．名古屋市内に居住する65歳以上で一人暮
らし、直系卑属（子・孫など）がいないこと

２．明確な契約能力を有すること
３．葬儀・納骨及び自宅の家財処分を行うこと
ができる親族がいないこと

４．生活保護を受給していないこと
５．市民税非課税、かつ、預貯金350万円以下
で、不動産（現在居住している不動産を除
く）を所有していないこと

６．見守りを受けることに同意すること
７．契約時に預託金を一括で預託できること
８．原則、遺言（自筆証書遺言書保管制度の
利用または公正証書遺言）により遺言執行
者を定めていること

費用

１ 契約時費用：16,500円（税込）
２ 年間利用料：年額11,000円（税込）
３ 預託金：①と②ともに業者の見積額等

① 葬儀・死亡後の債務の支払い等
② 残存家財処分等

預託金
① 葬儀・納骨：25万円
② 家財処分：業者の見積額

支援内容

１．葬儀・納骨等の実施、死亡後の債務の
支払い、死亡に伴う行政官庁等への各
種届け、賃貸住宅の残存家財処分・明
渡しに伴う諸手続き

２．見守り・安否確認サービス
・月1回の電話、6か月に1回の訪問による
見守り及び安否確認

３ 入退院時等支援サービス

１ 葬儀・納骨の実施
２．賃貸住宅の家財処分・明渡しに伴う諸手続
・残存家財を家財処分業者が処分
・賃貸住宅の明渡しに伴う諸手続

３．生前の見守り・安否確認サービス
・月１回の電話、６か月に１回の自宅訪問

４．死亡に伴う行政官庁への届出
５．公共料金の収受機関等への連絡



27
（資料）成年後見制度利用促進体制整備委員会（2018）「地域における成年後見制度利用促進に向けた体
制整備のための手引き」15頁より転載。
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